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請願運動からみた都市問題としての農業・農村問題

一一多摩ニュータウン開発におけるいわゆる「第四住区問題Jの意味するもの一一

大石堪山*

要約

多摩ニュータウン都市建設計画は，計画告示後すでに15年余を経過しているが，未だ事業認可(承認)

さえおりていない地区があり，その面積は416.8ヘクタール，全都市計画区域の約14パーセントを占め

ている。計画区域の東および西端部と中央北端部の第19住区予定地にあたる三個所が面積的に大きく，

あとは分散している。

多摩ニュータウン建設告示以前より，計画区域内の各地から東京都議会に各種の請願が出されたが，

この第19住区予定地区(堀之内地区〉から出された「計画区域からの除外Jを求めた誇願は，昭和41年

6月7日におこなわれて以来，他地区から提出されたものが1回限りであり，また，回答処理などがお

こなわれているにもかかわらず，何の回答もなされないまま，途中で更新継続・取下げなどはあったが，

内容に変化をみせて，今日まで継続している。

いっぽう，請願は八王子市市議会に対してもおこなわれ，こちらは計画地域内関係者ばかりでなく，

これを支援した他の組織からも提出されるようになった。いまや地域内の「闘争」が外部へ拡大し，広

域的なものに発展してきている。このことは，それが現在ではもはや単なる開発計酒者・事業施行者と

地元住民との対抗関係ではなく，大都市に居住する人々全体の問題として把握されるのでなければ事の

本質を見誤るであろう，ということにほかならない。換言すれば，それは都市と農村の対立・矛盾の問

題であり，その矛盾をのりこえ，両者の融合調和をはかるための本質的な要素をこの「闘争」過程その

もののなかに見出すことができるということである。

小論では，これら請願運動を各々の請願文に依拠して各主体者と関連づけることにより，それを状況

の変化やそれとの相E関係において，各主体者による問題の認識および闘争の発展過程としてとらえよ

うとしたものである。

昭和48年にこの地区の土地買収が始まったことによって，堀之内地区の内部分裂は一度に表面化し，

計画区域からの「除外」要求運動は，わずか十数名の酪農業者の闘いに縮小された。

しかし，これを契機にして「闘争」は消滅するどころか外延的に拡大する方向にむかった。これは濁

いの縮小という組織の内的・外的変化によって，主体者逮は農業生産力の担い手としてのプロ意識をよ

りいっそう強く自覚することを促されることになった結果である。そしてまた，これは，農業生産力の

発展を促すような農業問題・都市問題の設定，すなわち，農業を産業活動の一部門とするような産業政

策，地域開発政策，とりわけ大都市およびその近郊地域においては都市政策が必要である，という主体

者の認識の結果と考えられる。従って，いわゆる「第19住区の問題」は，単に多摩ニュータウンの個別

問題でなく，都市問題としての農業問題・農村問題として考える必要があり，都市計画の中に農業計画

をも同時に整備して体系化する都市政策が必要であると考えられるのである。

これを達成することによって，真に豊かな人間生活のできる都市の再創造への道の一つをきり拓くこ

とができるようになるのではないだろうか。
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1. はじめに一一研究の目的と方法

1.1 多摩ニュータウン都市計画区域内の

事業未認可(未承認〕区域

周知のように，多摩ニュータウンは，昭和40年12月28

日約2，962ヘクタールの区域について新住宅市街地開発

事業に関する都市計画が決定された。その後，事業区域

の追加変更あるいは新住宅市街地開発事業区域の一部を

土地区画整理事業区域に変更するなどの都市計画変更が

なされペ 現在では約3，020ヘクタールの計画区域につ

いて着々と工事が進められている。しかしながら，計画

が決定されてからすでに15年余を経過しているにもかか

わらず，計画区域の中には未だ事業認可(承認〉さえお

りていない地区があることは一般にはあまり知られてい

ない。この新住宅市街地開発事業認可(承認〕未定区域

の面積は，現在416.8ヘクタールあり，全都市計画区域

の13.8パーセント，土地区画整理事業都市計画決定区域

を除いた新住宅市街地開発事業都市計画決定区域の16.2

ノξ一セントを占めている。この区域の全計画人口は全体

の11.0パーセント， 45，200人が予定されている。

これら事業認可(承認)未定区域の分布をみると，大

きくまとまっているものが3地区ある。第1は，東部の

稲城市内で，都道の調布一一町回線に沿う地区，第2は，

西部の町田市内，八王子市との境界に沿う地区，第3は

中央北部の第19住区に予定されている地区である。その

他は部分的であって，第1-5住区予定地のそれぞれ一

部，第17および18住区予定地の北縁部に沿う地区，府中

カントリーに隣接する第12-1住区予定地の一部，第20

住区予定地の一部，大栗川に沿う，多摩ニュータウン都

市計画区域の北西部境界付近の地区(第21および23住区

予定地の一部)である。

1.2 研究の目的と方法

これらの地区が事業認可(承認〉のなされていない理

由はそれそ'れに特殊な事情があるけれども，ここで問題

にしようとしているのは第19イ主区予定地についてであ

る。しかし本稿で議論するのは，なぜ事業認可がおろさ

れないのかの理由をさぐることではなくて，この地区の

かかえている問題，提起している諸問題を素直に考えて

みようということである。前稿でも指摘したように，社

会変動の急テンポで進展している現代日本の政治権力機

構の下では，ヨーロッパのように息、の長い都市計画を立

案・実施することはとてつもない大きな困難を伴なう。

それ故に，わが国の場合，目的のいかんにかかわらず，

地域開発にはかならずといってよいほど農村・農業問題

が付随して起らざるを得ない。その1つの好例をここに

みるおもいがするし，都市と農村の対立・矛盾の典型例

を詳細に分析することができれば，将来のわが国の地域

開発にとって一つの改善をめざした結論が得られるかも

しれないと考えられるからである。換言すれば，それは

地域開発とは何かという本質的な問題ともかかわること

なのである。また，将来の日本の農業，都市化が最大限

に進展した状況下で，とくに都市住民のための食糧生産

という観点から，地域開発のひきおこす諸問題，都市と

農村の諸関係について議論をすすめることも可能である

と考えるからである。

これらの一部については前稿でも誌面をさいて若干の

議論をしたけれども，それもどちらかと言えば，実証的

側面に不十分なところがみられるように思える。典型的

な個別事例を詳細に分析して，理論的段階にまで発展さ

せるつもりであったが，群や類的側面の分析がやや不十

分であったために理論化に多少とも説得力を欠くのでは

ないかとひそかに恐れているからでもある。

都市と農村の諸関係に興味をもっ研究者が，多摩ニュ

ータウン開発に目をむけるとき，ここに現出している，

いわゆる「酪農問題J，あるいは第19住区建設予定地域
としての堀之内地区の問題を素通りしたり，無視するこ

とはとうていできない。そこでの問題はすべて地域開発

に伴なう都市と農村の対立・矛盾が爆発的にあらわれた

結果と認識される。当事者どうしの問題だと傍観的態度

をとり，時聞が解決するなどと，長い開放置しておけ

ば，たとい多摩ニュータウンでは何とか納まったとして

も，必らずや他で再びもちあがるべき問題なのである。

しかし，あらかじめおことわりしておかねばならない

が，私は，上述のようなことを書いたからといって，決

して第19住区予定地の問題について事をあらだてるつも

りのいささかもないこと，即事解決などという乱暴なこ

ともすこしも考えてはいないということを十分承知して

いただきたい。さもないと私の調査や研究，あるいはそ

こから導き出される結論，考えや主張もすべて誤解され

て受けとられかねないからである。要は現実に促して，

そのなかから物事の本質を抽象しようとしているのであ

り，その限りでは現実に生起していることは物事の必然

性のある側面を示していると考えているからである。

いわゆる r19住区の問題」については二つの側面から

の分析が必要であると考えられる。一つは，この第19住

区予定地の問題のおこっている背景，つまりこの地区が

農業生産とくに酪農業に特化した，その生産カ的背景の

諾側面であり，ニつは，これらを背景にして，一つの生

産者運動なり住民運動が生起していることに関連した諸

側面である。これら二つの側面は，アプローチや分析の

方法が異なるので一度に述べるのは困難である。本稿で

はまず後者の側面について r請願運動」の部分を中心
に現在までの経緯とその背景とのかかわり合いを，と

くに主体者遠の認識の発展過程と外的条件の変化との相
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互関係を分析することを目標にする。そして次稿では，

さらに広汎な市民(都民〉運動に発展していくその過程

を分析することにしたい。いっぽうこの「請願運動」の

背景になっている主体者達による農業生産力の形成，こ

の場合は酪農業の生産カ形成の諸側面について，いま分

析をすすめているので別の機会に発表をこころみること

にしたい。

また，現在までわが国の300ヘクタール以上の大規模

ニュータウン開発地域は24ケ所あって，その3分の2は

人口の集中している東京，大阪圏にある。これらの計画

の中には農業計画のおりこまれているものもある。さら

に， 300ヘクタール以下のニュータウン計画や土地区画

整理事業でも農業計画のみられるものがあり，これらの

研究や多摩ニュータウンとの比較研究も現在おこないつ

つある。また多摩ニュータウンの新しい団地居住者に対

する都市住民としての農業への要求も現在分析中であ

る。これらも別の機会に発表する予定である。まえに発

表した「大規模ニュータウン開発と近郊農業一ー多摩ニ

ュータウン開発地域を事例として一一」も含めて，以上

の6つの仕事によって，この「いわゆる第四住区予定地

の問題」については何らかの結論が出せるであろうし，

それに基ずいて私なりの意見や考えも述べてみたいと考

えている。それはまたそのままでも都市と農村との一般

的諸問題を言及したことになるであろう。

研究の直接の対象が，堀之内地区(第19住区予定地〉

の問題に限定されているけれども，これは多摩ニュータ

ウンを含めた，地域開発と農業との関係の問題であり，

大都市周辺においては都市計画や都市政策における農業

の問題である。さらに言えば，それは都市と農村との一

般的諸問題なのである。堀之内地区におこっていること

は，これらの問題を論ずるための一つの好事例を提供し

ていると考えることができる。

これらの分析をおこなうために，まず関係官庁の諸機

関に所蔵されている資料，文書の収集，またそれらの担

当者にも聴取をおこなった。東京都南多摩新都市開発本

部および現地出先機関をはじめ各事業施行者の本部およ

び現地出先機関，東京都庁およひ明地市町村役場および

同支所などの各関係部局.東京都および八王子市議会事

務局，同図書室，さらに東京都区職員労働組合から各種

資料を入手して分析をくわえた。

また，堀之内地区の現地調査も同時におこない，面接

調査とアンケート調査を現在も継続中である。多くの現

地居住者から貴重な御教示を得ている。堀之内地区以外

の多摩ニュータウン計画区域内の居住者はもちろんのこ

と，計画区域外の居住者についても若干の面接調査，アン

ケート調査をおこない貴重な御教示をいただいている。

請願運動の調査・分析にあたって，もっとも困ったこ

とは請願書の原文がすでに散逸してしまって入手できな

いものがあったことである。請願の受け付け部局である

議会事務局あるいはその付属図書室ですら，請願の記録

が全部正確に残されているわけではなかった。かような

場合には，議会事務局のまとめた「要旨」によって分析

をすすめたが，この点はややあいまいさを残すことにな

った。しかし，大筋において誤りはないと思っている。

ただ，今後このようなことを調査研究する場合のことを

考え，また，筆者の分析にたいする他の研究者の追試行

の便宜のことも考え，それらの請願文やその要旨，ある

いは陳情書の内容についても，あたう限り原文，あるい

は控えや写しのまま全文を掲載することにした。本来な

ら(注〉や資料として別途にするべきかもしれないが，

その都度本文中に掃入したのは私の都合ばかりでなく，

読者の便も考えてのことである。

2. 八王子市堀之内地区の酪農業の現況

上述したように，堀之内地区の酪農業の立地条件の分

析については詳細な調査研究が必要であり，現在実態調

査中で，未だ資料的にも不十分な段階であるので別稿に

譲るとして，ここでは本稿をすすめるにあたって必要な

程度の堀之内地区や酪農業の特色について触れておきた

u、。

2.1 堀之内地区の概要

1) 城之内地区の位置

図-1に示されているように，堀之内という大字の範

囲は，八王子市内の東南部にあって，東側は岡市の束中

野地区，北側を日野市，西側を岡市の高領および下拙木

地区，南側を岡市越野および松木，別所地区とそれぞれ

接し，南東部は府中ゴルフ場を経て多摩市と接してい

る。多摩ニュータウンの計画区域内には，この大字堀之

内の南東側約3分の2の地域が該当している。大字堀之

内の中央南よりに主要地方道府中・相模原線，通称野猿

街道が東西ないし北東方向に走っており，東へは聖蹟桜

ケ丘，西へは八主子市街地に通ずる主要道路がある。ま

たこれから別れて幅員約4米の都道155号線が地区のほ

ぼ中央を北西に伸びている。この大字堀之内の南東部，

府中ゴルフ場に接する部分は第12-2住区，大栗川に沿

う低地は東京都による土地区画整理事業区域，残る野猿

街道から北側の約3分のlの部分，面積にして凡そ90ヘ

クタール弱幻の範囲がここでいう第19住区予定地であ

る。以下とくにことわりのない限札堀之内地区という場

合にはこの第19住区予定地を指すということにする町。

この堀之内地区の開発事業主体者は東京都住宅供給公社

である。もちろん事業は新住宅市街地開発事業としてお

こなわれることになっていたから，土地は全面買収の対

象になっていることは言うまでもない。
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注 1:事業認可(承認)未定区域

2 :大字堀の内

A:中央大学

3 :第19住区建設予定地(堀之内地区)

B:多摩自然動物園

c:多摩子 yク
4 :新住宅市街地開発事業区域(1965，12現在)
5 :土地区画援理事業区域(1975，12現在)

D:薬科大学

E:平山域社公園
6 :鉄道及び駅，ならびに予定線
7 :行政区界

F:東京農工大農学研究所
G:府中ゴルフ場

資料) 東京都.日本住宅公団，東京都住宅供給公社『多摩ニュータウン，昭和54年度版』
東京都南多摩新都市開発本部 r事業概要 昭和53年度版』により作成。

図-1 多摩ニュータウンにおける新住宅市街地開発事業，認可(承認〉未定区域の分布

2) 地形と土地利用

堀之内地区の中央を北西から南東に寺沢川が流れ，そ

れに沿って幅約200mの平担地が標高80-100mにわたっ

て盆地状にひろがる。この平垣地によって二分されてい

るが，北東部と南西部に標高130-140mの林地からなる

丘陵が連なる。道路は上述の都道以外は集落内の各戸や

農耕地を結ぶ狭い道路のみである。盆地内低地はほとん

ど畑であり，水田は北東部の丘陵内を刻む谷戸回以外は

寺沢川の中流部以上の部分に若干みられるのみである。

耕地が畑地に特化しているのが土地利用上の特徴であ

る。ちなみに公簿面積による土地利用区分をみると表-

1にみられるように約半分は山林， 4割が畑地で，残り

が宅地，水田その他となっている。

3) 集落

堀之内地区には，中寺沢，下寺沢，芝原，引切の各集

落があり，全体で300世帯4)ほどが住んでいる。農家は

表-1 堀之内地区の土地利用の現況

| 回 | 畑 |宅地l墓地l道路|麟 | 計
面積117，白712削仰，田山体例ぉ8，69*礼的O
比率1231 39o 1 c J ^ J 
(%)1 41. 3 1 u. I 1 V.o 

注〉公簿による地目および面積を示す。

1974年1月1日現在の数値。

資料)宅地開発研究所 (1974)による。

兼業農家を含めて第19住区予定地全体で50-60戸とい

う。引切の集落が野猿街道沿いに立地し，この集落の農

家は経営耕地面積も小規模である。また，最近急速に新

住民が増加している。

中寺沢集落の一部が家屋，畜舎など第19住区予定地外

にあるけれども耕地が同地区内に入っている。上寺沢の
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集落は地区外で，寺沢川のずっと上流部にあたる。

この堀之内地区は野猿街道から北に入りこんだ地域で

あり，野猿街道より北側の部分で多摩ニュータウンの計

画区域に参入されているのはこの堀之内地区のみであ

る。しかも，この地区は多摩ニュータウン計画区域界の

形態上からみても，北側に相当はみ出した部分を形成し

ている。なお，堀之内地区の外部北側には図-1に示す

ように，東から，中央大学校地，多摩テック，昭和薬科

大学校地，平山城祉公園，東京農工大農業研究所がある。

2. 2 堀之内地区の酪農業の概要

上述したように，堀之内地区の酪農業については現在

実態調査中で全体の詳細なデータが未だ手元にそろって

いない。別稿で述べたように，大字堀之内も含んだ旧由

木村では，農産物販売収入第一位部門別農家数の比率が

1965年と1975年で酪農部門ではほとんど変化がない。他

の畜産部門では同じ10年聞に約3分の lから 4分の lの

値に低下しているのと好対照である。両年の比較で実戸

数は75戸から33戸へと半分以下に低下しているが，比

率は12.6%から15.1%に上昇している。酪農部門は他作

目部門に比較して相対的に重要度を高めているのであ

る。

ここの酪農の歴史は古く，明治25年5)に，由木村大字

松木の，当時大地主で養蚕業者であった井草甫三郎によ

って導入，振興されたのがその始まりである。

1978年末で筆者の聴、取調査によれば，堀之内地区の酪

農業経営者は14戸で，乳牛の頭数は搾乳牛約 190頭，育

成・肥育牛約230頭であった。

なおニュータウン計画区域外であり，すぐ隣接した上

寺沢地区には搾乳牛は飼育されておらず，野菜などの生

産がおこなわれている。そとは市街化調整区域となって

いる。

3. 東京都議会に対する請願による

多摩ニュータウン計画反対運動

3. 1 第19住区予定地以外からの請願

新住法による開発事業に対して，最初の反対運動が公

にされたのは，請願ではなく陳情という形であった。私

の調査による限札八王子市南大沢の谷合喜雄代表外89

名による「八王子市南大沢の新住宅市街地開発事業施行

に関する陳情」であって，昭和40年9月1日に東京都議

会に提出，受理されている。最初のものとして重要であ

るが，その原文はすでに失なわれてしまっているので，

『東京都議会議案』の「請願陳情継続審査件名表」から

「要旨」を抜き出して掲げることにしよう(傍点は，と

くにことわりのない限り，これ以降もすべて引用者)。

八王子市南大沢の新住宅市街地開発事業施行に関する

陳情(第81号〕の2

受理年月日 昭和40年9月1日

陳情者八王子市南大沢184

代表谷合喜雄外89名

要旨

新住宅市街地開発事業に基づく，南大沢地区の全面

買収については，先祖伝来の土地を手放し，生活の基

礎を失うこととなるから反対する。

部分的買収については，つぎの事項について，万全

の措置がとられるよう強く要望する。

1. 農業補償

2. 離農ならびに転業について

3. 買収価格(地上物件を含む〉

4. 宅地，家屋の移動(補償)

5. 造成地の優先還元

6. 特定公共事業資産の買取り期日，期間の明示

7. 買収地の税金を全額免除

この陳情は，企画総務首都整備委員会へ付託され，そ

こで審議され，結果が出されている。その「処理経過及

び結果」を同書にみると次のようである。

1. 当地は，宅地見込地として宅地見込価格で買収し

ますので，別に農業補償はしない方針です。

2. 関係機関と連絡を密にし，各種相談，職業紹介，

指導，訓練等について充分配慮いたします。

3. 土地は，東京都財産価格審議会の評定により，適

正な価格で買収いたします。建物，植木，植林樹，

果樹，花升及び用材として取引きの対象となる立木

についても適正な補償をするよう努力します。

4. 宅地については，東京都財産価格審議会の評定に

より，適正な価格で買収いたします。家屋について

も移転補償をいたします。

5. 新住宅市街地開発法の規定により，宅地について

は，一定面積まで優先譲渡いたします。また，自己

の生計を維持するための業務の用に供する土地を必

要とする者に対しても，業務に適した土地を一定面

積まで優先譲渡いたします。譲渡価格については，

原価計算に基いて決定いたします。

6. 都が土地，建物等の買取り申し出を行なった日か

ら6ヶ月以内に当該土地，建物等を売却されません

と租税特別措置法の適用が受けられなくなりますの

で，都の買収計画とにらみ合わせのうえ，地主に有

利になるよう取り計らいます。

7. 本事業は，租税特別措置法の適用を受けられます

ので，昭和42年12月31日までに土地等を東京都に売却
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したときには，700万円までは全額免除となります。

700万円以上については4分の 1課税となります。

以上要するに，この陳情は南大沢集落の90名の農業者

が出したものであり，その回答も陳情者90名に対して直

接なされたものではあるけれども，多摩ニュータウン計

画地域の 2，000戸の農業者に対して例外なしに提示され

た回答と考えてよいだろう。つまり， 3，000ヘクタール

の土地は住宅地造成のために固い込み，そこからは農業

者は農業をやめて出ていってもらいたい。そこは農業地

や農業者が大部分の地域であるにもかかわらず， r農業
補償」は一切しない，果樹や植木，花井なども買収して

しまう，ということである。つまり，離農したり転業す

る場合は，相談にのったり，職業紹介や職業訓練の指導

を考えるけれども，農業を継続して，それで生計をたて

ることは許さない，というものである。しかも，相談や

指導は新住法第2α条にうたってあるように「申出があっ
た場合においては，事情の許す限り」であって，やるや

らないは施行者の自由，ということがその回答の背後に

は法的に規定され，暗示されているものであった。従っ

て，土地についても，農業以外の業務につく場合で，し

かも自己の生計維持のために必要とする場合にのみ，一

定面積を優先分譲するというものであった。

このような強力な法的根拠を背景として，多摩ニュー

タウン建設事業は，都市化によって急増する都市住民に

環境良好な，そして良質な住宅を供給するために，近郊

農村の住民の土地を一方的に固い込み，耕作権，職業選

択権ばかりでなく農業継続意志をも吾定し，近郊農業に

対する計画もまったくないまま，それを無視してしまお

うとするものであった。従って，計画段階の，ニュータ

ウン区域内での農業全面否定に対して，計画区域の住民

である約2，000.戸の「農家Jの大きな動揺をよびおこし，
土地買収に対する強力な抵抗にあうことになった。それ

らは次々におしょせる誇願にみることができるのであ

る。この陳情でも「先祖伝来の土地」という農村一般の

農業者の意識がそのまま表明されている。これを全部買

収されることは，たとい兼業農業者であってしかも農業

以外が主要な就業形態であっても r生活の基礎」を失
なうという，農業者の一般的認識である。しかし，部分

買収は許容し，農業補償や離農・転業についての措置が

あれば，積極的に土地を売却しようという意識もまたみ

られるのである。

さきの請願についで，同じ月に「八王子市由木地区の

新住宅市街地開発事業施行に関する陳情」が，同年10月

6日に「新住宅市街地開発法による多摩総合開発計画中

稲城町坂浜地区除外に関する請願J，同月24日「新住宅

市街地開発法に基づく南多摩総合開発区域編入に関する

請願J，翌41年3月81=1に「南多摩ニュータウン計画実

施に関する請願」が出され r既存集落を計画区域から
除外することに r..・H ・農業という特殊性により，生活再
建の具体的措置を明示し，住民の不安を除去し・…・J，
「用地買収にあたって公平な評価をすること」などが要

求され，日本住宅公団の示した単価6-7，0∞円は東京都

住宅供給公社が隣接地で買収した単価の約2分の 1で差

違が著しいことが指摘されている。しかし，いずれの請

願についてみても請願者達に農業を継続して生活を維持

するという農業者としての認識はさほど強くはないので

ある。

さらに，同年4月20日に，八王子市上柚木の勝津重治

外49名が「八王子市下柚木，上柚木にわたる地域の多摩

ニュータウン計画区域より除外に関する請願」が出され

た。これは，上述の請願と違って，当該地域の既存集落

だけでなく，住居地，田畑，山林，要するに全部をi除外

してほしいというものである。その理由が問題になるが

これも請願原文が失なわれてしまっているので， w東京

都議会議案』からその「要旨」をひろうてみよう。

(理由〉

1. 昭和33年11月，東京都から，清浄疏菜栽培地区の

認定をうけ，また，昭和40年度東京都並びに八王子

市よりの助成によって濯水施設も完備し，生産も向

上するものと思われる。

1. 山林利用の目的をもって栗等の栽培をし，昭和34

年東京都から初の山林利用の栗展示林の指定をうけ

た国場もあり，栗，梅等の増植増産の実績をあげて

いる。(栗， 6，000キロ，栽培地は山林原野低位畑

地，外。増植見込2ヘクターノレ， 梅3-5年生200

キロ，増植見込1ヘクターノレ〉

1. 推茸栽培も盛んに行なわれ，勅同利用されてい

る。

1. 昭和23年水田土地改良事業(暗渠，排水，区画整

理〉を実施し，昭和24年に完成し，水稲，レタス，

キューリ， トマト，白菜等の栽培，その他，普通畑，

桑園，牧草畑で，生産のため精励している。

以上が経営の状況と生産物の概要であり，農業を続け

生活を維持するために，土地は売却しない。

(地図添付)一一省略仔開者〉

概略面積，宅地23，859m"，図9.4ha，畑13ha，山林

19.1ha (台帳山林の内現況畑，栗林等，略2ヘクタ

ーノレを含む〉。

この地域は，土地改良事業がおこなわれているばかり

か東京都や八王子市から濯水施設などの公共農業投資が

おこなわれ，農業生産力の高い地域であった。農地が集

団的に存在していることは言うまでもない。このような

状況によって東京都から清浄競菜栽培地区の認定をうけ
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るほど優良な農業地域であった。従って，後にも問題に

ずるけれども，昭和34年10月に農林事務次官から各農地

事務局長，各都道府県知事宛に通達のあった i農地転

用許可基準」にいう農地の区分の「第一種農地」に該当

する優良な農地であることは確実であって，かような農

地は原則として転用が認可されないのが通常であった。

しかもこの地域は，地方道一本を越せばニュータウン計

画区域外にあたる縁辺部に位置している。

かような地域がニュータウン計画区域になぜ参入され

たのかが理解できない。事前にキメの細かい調査が十分

なされて検討されたとはどうも考えにくいと言わざるを

えない。

この地域は，東京都から「清浄競菜の栽培地区Jに指
定されて， 10数種類の野菜類を年間3毛作もおこなう農

業生産力の高い地域である。例えばレタスだけをとりあ

げても， 1979年春のレタス(施設〉共販では， 8人で約

36トン(lOkg入り約3，6∞箱)， 4月3日から5月10日ま

で総計28回の出荷をおこない約360余万円の出荷額とな

っていた。どの野菜作専業経営体もこの他に，初夏レタ

ス，白菜，春拐瓜(施設)，夏胡瓜，茄子，漬物用干大根，

ホーレン草，ウグイス菜，イングン，キャベツなどの栽

培出荷をおこなっていた。農業粗収入1戸当り 800万円

ぐらいあげる，専業経営体も多い地域であった。

野菜作専業経営体ばかりでなく，雑木林を利用した椎

茸栽培も盛んで，共販もおこなわれ，椎茸専業経営体で

は粗収入1，500万円をあげるものも出現している。

野菜の場合には，たしかに作付回数が年間数回におよ

び土地利用率も高くなっているが，それでも露地栽培を

まったくおこなわないで，施設(ビニーJレハウス〉のみ

で上述のような品目の生産をおこなうことは不可能であ

る。つまり，野菜作経営の場合，農業専業経営として確

立，維持していくためには，それ相応の経営耕地面積を

保持していかなければ，商品農業経営としては成立して

いけないのである。その意味では全面買収はもちろんの

こと，減歩ですらときに専業経営体にとって致命的とな

る。施設を導入して集約度を高めるにしても，これは年

間労働配分の適正化や労働時間数の延長による増収が目

的である。従ってこれはガラス温室を使用した花舟や植

木・緑化観賞植物などの育成という非食糧生産のような

小規模耕地面積経営の場合と同列には論じられる性質の

ものではないのである(拙稿， 1980)。

それだからこそ，この地域の野菜作専業経営体を中心

とする農業経営体が，こぞって土地買収に強固に反対し，

計画地域からの「除外」を求めたのであった。しかも，

優秀な経営体であればあるほど，農業後継者の意志もあ

り，また，将来とも野菜作専業経営をさらに発展させて

いく可能性をもっており，農業生産力の担い手としての

プロ意識も強かった。この地域はそうした専業経営体が

多く集中していた地域であった。換言すれば，経営体群

としても地域としても強固に反対するだけの理由があっ

たのである。優良な専業経営体ほどそうした傾向を強く

持っているのはむしろ当然と言わねばならない。専業農

業経営体ほど「反対J，i除外」を強力に主張する根拠は
正当と言うことができる。人は往々にして，かような場

合，その経営体がゴネ得をねらっているのではないかと

非雲監するかもしれない。そう非要産することがまちがいで

あること，社会的公正にもとることであることも上述の

ことから納得できょう。しかしながら，この地区では連帯

を保つべき出荷組合の組合員が計画区域内外に分断され

ていたため，また作目構成も椎茸と野菜にわかれていた

ためもあり，部落や地域としての結束が弱く，結局中傷・

非難に精神的に負けてしまったのである(拙稿， 1980)。

都市近郊のかような優良専業経営体を，いっさいの農

業計画もないまま，都市住民の住居のために，土地を囲

いこみ，すべて追い出し，あるいは廃業に追いやること

は，単に社会的公正にもとるということばかりでなく，

将来の都市住民に安全な，安価な食糧を安定的に供給し

てもらうという見地からも，また，都市化の深化した結

果，将来，全産業就業者の数ノξ一セントにあたる農業就

業者で都市住民のための食糧を生産しなければならない

ということを予想するとき，きわめて損失が大きいので

はなかろうか。

しかしながら，この地域はほとんど買収を終わり，計

画事業がすすみつつある。野菜作専業経営体や近郊農業

上の問題については別稿で論じたので，ここではくりか

えさない(拙稿， 1978， 1980)。

3.2 第四住区予定地区からの請願

前項と同趣旨の「除外」を求める請願が，別の地区か

ら出された。すなわち，昭和41年6月7日に受理されて

いる，八王子市堀之内の有竹章を代表とする他320人と

いう多人数からなるものである。

前例のものと同様，原文が残されていないので， Ii'東

京都議会議案』からその要旨を掲げることにしよう。

東京都八王子市 CI日由木村〕の全地域を多摩ニュー
タウン開発区域より除外する請願

受理年月日 昭和41年6月7日

請願者八王子市堀之内555 有竹章外320人

紹介議員三浦八郎君，関根義一君

東京都八王子市 CI目白木村一一東中野<字>谷津入
堀之内く字>寺沢，芝原，引切，越野〉の全地域を多

摩ニュータウン開発区域から除外するようお願いする

(理由〉

1. 私たちが，現在居住し農業経営を行なっている地

域は，指定地域の最北端に位置し，半島状に区域外
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に突き出しているので，地形上から見ても除外した

方がニュータウン建設のために適当である。

2. この地域は，現在にいたるも買収交渉は，全然行

なわれていない。従って除外しても何等問題はない。

3. 指定区域の中央に位する府中ゴルフ場や南端中央

に位置する国際ゴノレフ場等は，買収除外区域となっ

ている。これを買収する方が，私たち居住し営農し

ている区域より，はるかに広大な敷地が確保できる。

特定の少数の人人のレジャー施設ゴソレフ場を買収す

る方が，社会的正義からも当然の措置と考えられ

る。

4. 寺沢・芝原岡地区は，農業構造改善事業を推進し

適地適作主義の方針にのっとり，畜舎の新設，乳牛

の導入に努力，多額の資金を投入した。健全なる畜

産の経営は当然これに付随する土地が必要である。

また，ふん尿の処理についても大地に還元し，農地，

山林の地味を肥沃ならしめ，緑草等自給飼料の増産

をはかつている。しかし，近隣の山林農地等が宅地

として開発されれば，浄化の装置等に莫大な経営と

労力を必要とし，畜産の経営は困難である。

(地図添付〉一一省略(ヨ開者〕

この請願は「旧由木村全域」とあるけれども，冒頭に

あるとおり，いわゆる第19住区建設予定地区の範囲につ

いての「除外」を求めたものであって，前項でのベた!日

由木村の南部にあたる，南大沢や上柚木，下柚木，遣水

などの地区を含むものではない。

原文がないので正確とはいかないかもしれないがこの

地区を計画から「除外Jすべき理由の四項目のうち前三

項目は，単に計画区域の平面形態上および地形上の特徴，

買収交渉が全くおこなわれていないこと，ニュータウン

計画区域の中央にあるゴルフ場が「除外地域Jになって

いるが，これを買収するほうがよい，というようないわ

ば他力的な側面を指摘したにすぎない理由であった。第

4項目もどちらかといえば，いままで多額の農業投資を

したこと，ふん尿処理や自給飼料の生産を伴う健全な畜

産のためには，山林も含めた農用地などがある程度必要

であり，周辺が宅地化されると浄化装置などに高額投資

が必要となって畜産経営は困難である，ということの指

摘にとどまっており，主体者の，ないしはその主体者の

意志を継承するものとしての後継者の，意志なり主張と

いうものが明確に宣言されているわけではなかった。あ

るいは原文にはあって，東京都の事務当局が「要旨」を

作成するときに趣旨とは解釈せずにはぶいたのかもしれ

ないが，すくなくとも，この段階では「要旨」にみるよ

うに，主体者の酪農に対する心がまえのようなものはと

くにはっきり示されていなかったと考えられる。その点

では，前節の「下柚木，上柚木地域の除外」請願にみら

れる「農業を続け，生活を維持するため」という理由に

比べると，行間に読みとることができるとはいえ，主体

者の主張はより弱くなっているといわねばならない。換

言すれば，職業選択権，生活権の認識が弱かったといわ

ざるをえない。

しかしながら，この地区からの請願は，前節にみたよ

うな，南大沢の谷合喜雄他89人の請願に対する処理状況

や，下柚木・上柚木地区の「買収ほぼ終了」というよう

な結果をみせずに，むしろ各方面からの多面的な「支援」

のかたちをとった「闘争」へ発展していくのである。

このようにして，以上述べたほかにも違った形の反対

運動が沢山あると考えられる。多数の地域住民，とりわ

け農業者の動揺によって強固な反対運動がおとり，新住

法に基ずく全面買収による新往事業計画区域(昭和40年

12月28日都市計画決定の公告 建設省告示 〉当初，

2，962ヘクタールの一部を土地区画整理事業による都市

計画に変更せざるをえなくなってしまった。すなわち，

多摩ニュータウン計画区域内の集落部分の大部分がこれ

に変更され，全面買収からはずされたのである。まず最

初に昭和41年12月25日に多摩地区210ヘクタールが，更

に46年7月29日由木地区202ヘクタールが新住事業区域

から除外され，土地区画整理事業区域に変更されてい

る。その後も若干の変更があり， 54年3月現在では，多

摩地区221.5，由木地区202.1，小野路第 1-第3地区ま

で計29.4ヘクタール，合計452ヘクタール，全体の14.5

%が土地区画整理事業都市計画決定区域に変更された。

まことに，このフoロセスは農業計画なり農村計闘のない

都市計画のひきおこす諸問題の一好例であろう。

上述の第19住区予定地区から提出されている「除外」

請願は，都議会改選などのために審査未了となったりし

て，そのまま「継続審査」の回答以外は何の回答もなく

経過することになるが，請願者の方は毎年のように継続

手続をとりつづけ，東京都議会での「継続審査」の形を

とってきていた。しかし，最初の請願以来，請願を紹介

した都議会議員の斡旋などにより，との第19住区の請願

者達は関係当局との直接交渉も開始し，また都知事に対

する陳情書引をたずさえでの直接談判にも都庁へ足を運

んだり，議会の傍聴を行なったりしている。

いっぽう施行者の側も部落へ買収に応ずるように働き

かけたり，役所から関係書類を「法」にもとずいてとり

ょせ，測量;を開始した。農協や自治会まで施行者のベー

スにまきこまれる事態になった。

さらに，これと相前後して，京王電鉄不動産部も土地

買収にのり出した。また，昭和43年6月15日には「新都

市計画法」が公布され，翌44年秋にはこれに基ずいて，

八王子市による市街化区域と市街化調整区域の線引きが

おこなわれた。八王子市としては都市計画事業の施行予

定地区は全域「市街化区域」の「線引き」をしたから，
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第19住区の堀之内地区も，地元の「市街化調整区域」への

希望が無視され，市街化区域という線引きが「完了Jさ

れたわけであるが，それは「形式上」のことで，実際上

はこの地区はどちらでもない地区と考えざるを得ない。

というのは，ニュータウン計画区域内の農業集落のほと

んどは土地区画整理事業区域であり，同時に市街化区域

になったが，この地区は区画整理にも反対したし，線引

きにも反対したので，未だ新住法による全面買収の予定

区域になっているからである。

昭和42年頃からはじまった買収は民間による地区外の

任意買収であり，昭和48年からは東京都住宅供給公社の

買収が積極的に開始された。同年末にいわゆる石油ショ

ックによる経済不況や金融引き締めなどがあったりけれ

ども東京都住宅供給公社の買収は徐々に進み，それは55

年半ばまでにこの地区の約70%を買収するに至った。こ

の質収の進捗に従って，第四住区予定地区内の関係地主

や居住者達の組織は徐々にくずれはじめた。ニュータウ

ン計画賛成側にまわる人達，農業経営者追い出しの全面

買収絶対反対の酪農業者逮，それらの中間にあって傍観

者的態度をとる人達，ないしは，何年か前に移住してき

た人達の，人口・産業の適正配置を図る大規模ニュータ

ウンに反対ではないけれども住民に何の相談や説明もな

く，住民の意志を踏みにじる，一方的な押しつけだけの

ニュータウン計画は納得しがたい，というような見解が

次々と出された。地主，居住者の組織も内部分裂をおこ

して，買収反対派はついに「酪農業者」達に限定される

ほど縮小され，施行者側の「戦略」は成功したかにみえ

たへ ところが，内部分裂の結果は堀之内地区寺沢部落

の，しかも酪農業者だけの強い結束をみ，生産力の側面

すなわち酪農経営のなお一層の充実をはかるとともに，

世論に訴えるという，いわば幅広い住民運動へと「闘争」

が拡大，発展していくことになった。それらについては

さらに次節以下で論ずることにし，ここでは東京都議会

に対する誇願をいま少しみておこう。

3.3 酪農経営者の結束による請願

その第一歩が，昭和41年6月7日に受理され，その後，

継続の手続をとりつづけてきた. r東京都八王子市 (1日
由木村)の全地域を多摩ニュータウン開発区域より除外

するJ.東京都知事，東京都議会議長宛の請願が昭和50

年4月16日に請願者によって取りさげられ，かわって，

酪農業者を主とする集落や農耕地の「除外」を要望する

請願である。

昭和50年5月23日受理された，東京都議会議長醍醐安

之助宛の請願は，八王子市堀之内862.鈴木昇代表，他

71名でなされ，紹介議員は，斉藤一雄，藤原哲太郎，沢田栄

一.)1¥口弘，大沢三郎，後藤マンとなっている。幸いお(

文のコピーが残されているので次に全文を引用しよう。

多摩ニュータウン区域から寺沢地区の集落，農耕地

を除外することに関する請願

請願理由

八王子市堀之内寺沢地区は，多摩ニュータウン全面

買収区域に入って居ります。

私達地域住民は，現在の酪農，農耕での生計を続け

る立場から，ニュータウン区域決定の頭初より，区域

からの除外を都議会に請願してまいりました。

しかしながら，議会で請願が審議中であるにもかか

わらず，東京都(住宅一一引用者〕供給公社は用地買収

に入って居ります。

私達農業一筋での生活をたて，又，今後も営農を希

望する住民は将来の生活を考え，日夜心痛と不安に悩

まされています。

寺沢地区は酪農に適した環境と好条件のもとで，明

治時代より三代に亘って酪農を営んできた多摩地区の

酪農発生の地でもあります。現在でも地域的に集中し

たところに.13戸の農家が合計で，

搾乳牛 230頭

肥育牛 200頭

成育牛 70頭

を飼育し，一戸平均1町歩の田畑を耕作する比較的恵

まれた営農状態にあり，都及び市の農林課からも，理

想的な経営規模として評価され，各種の指導補助をい

ただき，年々経営も改善されてきています。

又，最近，農家の子弟が営農に意欲を失ない，農業

を捨て街に出る傾向の強い中で，畜産に熱意を持ち，

農業に専念する若人農業後継者が増加しているのがこ

の地区の特長であります。

国際的に食糧危機が論議され，特に園内での食糧自

給率の低下が問題になっている状況のもとで，限られ

た農業に適した農地を確保していくことは極めて重要

な課題であると考えます。

特に大都会に於いて，工場公害，自動車公害で，生

活環境が破壊され，緑地保全が叫ばれている今日，都

市の生鮮食料品市場を安定させると同時に，生活環境

を守るためにも，大都市近郊の営農活動は，一層重要

な役割があると思います。

幸いにして，当寺沢地区は，多摩ニュータウンの西

端に位置しており，区域除外がむずかしいことは，充

分承知していますが，以上申し上げた事情を御賢察下

され，左記事項を御承認下さる様，一同連署をもって

請願致します。

記

1. 多摩ニュータウン全面買収区域から，寺沢地区を

除外し現状のまま農業経営を続けられるようにす

ること。
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以上

同様の請願の取り下げ・新規提出は，あとで述べる八

王子市議会議長や八王子市長に対してもなされているの

であるが，昭和41年6月のものと比較して，講願者逮の

意識の違いがはっきり読みとれる。これは請願者として

連署した人々が以前とその構成において違うからであ

る。すなわち，それまでの請願者達の中には，かならず

しも農業を主として生計をたてていた人達ばかりでな

く，内心では土地が高い価格で買却できることを夢みて

いた人達も入っており，あるいはまた，その時点では除

外申請に加わらざるを得ないような，部落や地域内の旧

1慣ないしはっきあいのようなものもあったのである。し

かしながら，今回のものは，さきの部落内の内部分裂に

よって，かような人達は除かれ，すくなくとも酪農業を

推進しようとしている13戸の経営体と，それらの経営体

が将来にわたって酪農業を発展させていくことを支援

し，賛同する人々からなっていたからである。

したがって，以前にはみられなかった， r酪農・農耕
で生計を続ける立場」を明確に打ち出している。この基

本的な姿勢がもともとあったから酪農発生の地としての

伝統的誇りとあいまって，明治以降の酪農業の立地条件

を有利に活用，誘導し，この地域は大都市近郊の中でも，

地理学的にみて 1つのコア・リージョンを形成してき

たのであった。このことの認識とその確認が， 13戸の酪

農業者という少数精鋭にしぼられたことによって，むし

ろ容易になされたと考えることができる。これは， 1戸

平均1町歩近い農耕地によって，全体で500頭. 1戸当

たり平均40頭弱の牛を飼育しているという生産力の側面

に支えられていることはいうまでもない。

これだけの生産力があれば，また，その主体者達のプ

ロ意識と誇りがあれば，年々経営が改善されるのも，地

方自治体機関から評価もされ，指導補助などの農業投資

がおこなわれたのもむしろ当然というべきであろうし，

また，現経営主体者達がそれだけ立派ならば，優秀な後

継者はだまっていても自然に生れてくるものなのである

(拙稿， 1979， 1980)。

問題はこれだけ優良な酪農業の特化地域がなぜ計画地

域内に線引きされたのかということである。請願に指摘

されている「農業に適した農地を確保していくことは極

めて重要な課題」だということは，今日特に重要である

ことは論をまたない。しかし，多摩ニュータウン計画が

ようやく当該機関の中枢の人々の頭脳にのぼりはじめた

昭和36-7年頃という時期は， r所得倍増計画」にのっ
て， r農業基本法」も出され，企業的農業が推進されて
いた時代であった。したがって高度経済成長のための

「離農」推進もおこなわれてはいたが，自主経営農家の

育成にカが入れられていた時代であった。しかも優良農

地の乱開発を妨ぐということから「農地法」に基ずく農

地転用の「許可基準」が昭和34年10月に制定され，農業

上および農業外の合理的土地利用をめざしていた時代で

あった。次稿で述べる予定であるが，この地区はこの

「許可基準」の農地区分で第一種農地に区分され，生産

力の高い優良農地であったのである。

以上のように，この堀之内地区の場合でもニュータウ

ン計画区域の決定にあたって，事前にきめの細かい調査

がおこなわれたうえで，線引きがなされたとはどうみて

も考えにくい。

しかしながら，この請願の内容について，私には疑問

がないわけではない。それは r寺沢地区の集落，農耕
地」のみの「除外」しか求めていないことである。もし

仮に要望どおり，集落と農耕地が除外されたとしても，

周辺が開発され，住宅地化されれば，将来かならず「畜

産公害」と言われるものが発生し，周辺住民と酪農業者

との間に大きな摩擦が生じるであろう。糞尿処理施設を

作ったとしても，臭気や鳴き声，衛生面まで解決するこ

とは相当な困難を伴なうであろう。従って，移転問題が

再燃してくることは必至であると考えざるをえない(拙

稿， 1979， 1980)。

酪農業の将来にわたっての安定的経営は，この地区の

場合，やはり周辺の林地をかなりの面積にわたって確保

する必要がある。このことは私が指摘するまでもなく，

酪農業の主体者逮がもっともよく知っているはずであ

る九それにもかかわらず， r除外」の対象を「集落・
農耕地」のみにしたのであろうか?それは，すでにこの

地区の大部分の山林が買収され，酪農業者達の大多数さ

え山林部分はすでに買収されてしまったからである。こ

の地区には4-5ケ所の部落共有林があったが，それさ

え不動産会社や電鉄会社，観光資本に買収されている。

ニュータワンの開発事業施行者は，計画区域内の土地を

第一次，第二次買収に分けておこなっているが，第一次

買収では，山林部分の買収をおこない「山を売ってほし

い」という用地買収交渉を主に行なった1h大部分の山
林を買収されたというより，いささかでも土地を売却し

た農業者は，第二次買収以降では抵抗力は非常に弱めら

れているものである。それだから， r除外」を求めてい
る酪農業者のなかに，未だ土地をまったく売却していな

い人が3-4人存在している事実と考え合せるならば，

この地区の「抵抗」がそうとう大なるカを内に秘めてい

ることが理解できるであろう。しかし，酪農業者といえ

ども生身の人間であるから，何か不7.P.1Jの事態がおこった

ときにやむをえず土地を売却せざるを得ない場合が起ら

ないとも限らない。そういう事態が何時起っても対応が

可能であれば問題はないが，例えば，この地区でも起っ

たように「相続」などという事態が生ずると，実勢地価

が高いために評価額も高く，税金面対策のために土地を
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売却せざるをえない，ということになる。

4. 八王子市に対する請願運動

4.1 八王子市長(および東京都知事)に対する陳情書

前章でもみたように，昭和41年6月7日東京都議会議

長に出された，有竹章他320名による「東京都八王子市

CI目白木村)の全地域を多摩ニュータウン開発区域より
除外する請願」は，同一趣旨で八王子市議会議長に提出

され，年々継続の手続きがとられてきたが，さきにみた

理由によって，昭和50年4月28日に取り下げられた。か

わって，東京都議会議長に請願したものと同文のものが

八王子市議会議長に請願として提出されるが，それ以前

に，酪農業者の 1人である，堀之内 858の熊沢徳ーによ

って，昭和44年5月26日に「南多摩ニュータウン第19住

区全域を新住宅市街地開発区域より除外することについ

て」の陳情書が八王子市長に提出されている。残念なこ

とに原文も要旨すらも残されておらず，提出された記録

だけにとどめられているので，文面を逐次検討するわけ

にはいかないが，さきに引用した，昭和44年8月に第19

住区の小部落各l名計5名の代表によって美濃部都知事

に提出された「陳情書11lJとほぼ同一内容であろうと考
えられる。というのは，双方とも各自治体の長にむけた

陳情であること，時期的にみて提出日にさほどの差違が

ないこと，同じ第四住区予定地区から出されているから

である。

この「陳情」の内容は，さきの「請願」に比べて，農

業者としての酪農業者の決意のほどがより強く表明され

ている。すなわち， 自分達の生活の術は畜産経営であ

り，これがすべてであるということである。個々の酪農

業者ばかりか地域としても生産力の高いこと，また，そ

れを支えてきたのは，良好な経営環境，立地条件に恵ま

れて長期にわたる経営改善努力や多額の農業資本の投下

の結果であり，また，農林省はじめ国や地方自治体の指

導・補助によるものであった。かような農業者としての

自負が輝いている。これはやはり 100年になんなんとす

る伝統と誇りをもっ酪農業地域形成にその役割をはたし

てきた専業経営体であるからこそ主張できることである

に違いない。ここに都市計画を強行すれば，かような農

業者や経営体を葬り去ることになるのは疑う余地がない

であろう(拙稿， 1979， 1980)。

しかも，この陳情では，多摩ニュータウン計画区域に

とり固まれている「府中ゴルフ場Jの買収を行なうとい
う都知事の昭和42年8月の言明を引いて，これを買収す

れば第19住区の買収をしなくともニュータウン建設に支

障なし，ということも指摘している。のちに府中ゴルフ

場は「除外」されているので，この指摘は第19住区予定

地の「除外」に 1つの正当な根拠を与えることになるで

あろう 12)。最高責任者としての都知事発言と現実の結果

の違いを不問にすることは，それこそ「著しく社会正義

に反する」ことになろう。

さらに重要なことは，全面買収による結果の予想、と，

そのような全面買収の方法が憲法違反である，という指

摘である。これは文面から言えば，全面買収という土地

買収の方法が憲法違反であるということである。次稿の

法制度を検討する章で述べる予定であるが，私自身は

「新住法」そのものが憲法に触れるのではないかと考え

ている。しかしながら陳情者=請願者は新住法という法

律そのものが憲法に抵触するという指摘をしているわけ

ではない。このことは，多摩ニュータウン都市計画事業

が新住法に基ずく事業である，ということが一般，とく

に地元の計画区域に固まれた地域の人々によく理解され

ていなかったか，あるいは周知されていなかったことの

証左であろう。

上述の請願の取下げにかわり，前主主で論じたような，

酪農業者による少数精鋭の「闘争」になって以降に提出

された請願は，昭和50年6月19日に受理された「多摩ニ

ュータウン区域から寺沢区域の集落，農耕地を除外する

ことに関する「請願」である13)。これは，東京都議会に，

昭和50年5月23日鈴木昇他71名によって提出・受理され

たものと一宇一句同一である(本稿 153頁参照)ので，

ここではその事実の指摘にとどめたい。また，この請願

は毎年継続されているが，昭和54年4月八王子市議会改

選に伴なって審査未了になった。そのため，同年9月4

日に，八王子市議会議長，田代重信宛に，鈴木昇代表，

他133名の連署によって，上述のものとまったく同ーの

文章ではあるが「多摩ニュータウン計画区域から寺沢及

び隣接地区の除外について」の誇願が提出されている。

前のものと異なるのは連暑の人数が約2倍になっている

ことと，請願文表題の傍点(三行上参照)の部分だけで

ある。しかし， r隣接地区」とあっても， 3.3で述べた
ように，林地の重要性が彼等に認識されたとは必ずしも

言えない。

しかしながら連署者が2倍になったことは，酪農業者

の運動が地元でも再び徐々に支持されてきた証であろ

う。ちなみに，堀之内地区の畜産業を中止して転業した

経営体に面接調査をしてみると， r現在酪農を続けてい
る経営体にはさらに続けてほしいJ，という発言を聞く

ことができる。

4.2 酪農経営者以外の比較的新しく移住してきた

第四住区予定地内住民による請願

八王子市議会に向けては，第四住区予定地の酪農業者

ばかりでなく，何年か前にこの地区に移転してきた新し

い地域住民からも請願が出されている。すなわち次の請

願である。
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「多摩ニュータウン計画第四住区の買収予定計画地域

から集落地の除外に関する請願」

受理年月日 昭和48・12・22

請願者の住所及び氏名 八王子市堀之内140山田正一

他75名

紹介議員 町田勝平，池田武敏，橋本文雄，菅井元正

内田弥三郎，豊泉三郎，植松敏夫，木下虎之助

要旨

多摩ニュータウン計画の一環として東京都住宅供給

公社による第四住区と称せられる買収予定計画地域か

ら集落地(引切・下寺沢地区〕を除外せられるよう請

願いたします。

理由

多摩ニュータウンの計画決定以後，東京都並びに関

係者ーより地域全居住者に具体的内容について再三の陳

情・請願にもかかわらず一度も説明されておりません

当該地域内において先祖伝来の地に親しんでまいっ

た者や都市公害からのがれ，自然と環境を求めようや

く安住の地に定者した者です。

私たちは国・地方公共団体が進めている人口，産業

の適正な配置を図るための大規模ニュータワン建設に

決して反対する者ではありませんが，少なくともそこ

に住んでいる住民の意見を聞かれ，住民の意志を十分

尊重された上で行政が行なわれるよう切望する次第で

す。

この請願の出されたのは，第19住区予定地の施行者で

ある東京都住宅供給公社の買収交渉が織烈さを加えてき

た時期であり，公社職員が「買付け通知書」を各戸別に

配布した年である。また，その年は，さきに述べたよう

に，第19住区予定地の地主側関係者の対東京都住宅供給

公社交渉対策委員会をはじめとする，部落内ないしは地

域の組織が分裂をはじめ，それぞれのいわば、「利益団体」

的な群に分れてしまった年である。したがって，この請

願の内容も，従来から地域の農業者と共にまとまって請

願をしてきた新しい住民としては，大規模ニュータウン

建設計画に反対はしないという姿勢をとりつつも，地域

住民に対してニュータウン計画の具体的な内容について

一度も説明がおこなわれないのは納得できないし，地域

住民の意見を聞き，その意見を尊重すべきではないか，

という自己主張になっている。

しかも都市公害からのがれて，自然環境の良好な地域

に定着している者として，従来からの地域住民を無視は

マきない，というより積極的に混在を促進し，むしろ「除

外」要求を支援しようという立場で出されたものであろ

う。しかしながら，この請願も，他のニュータウン関係

の請願と同様，そのときどきの市議会議員改選に伴なっ

て審議未了のままになっている。その後は単独では請願

されていない。

4.3 ニュータウン建設計画区域以外からの請願

堀之内地区の総員による「除外」運動が地区内部の紛

糾，分裂によって，事実上酪農経営体のみによる「除外」

運動に縮小され，運動としては，すくなくとも当事者に

関する限り非常な危機に陥ちいってしまったことになっ

た。過去のわが国の地域開発においては，こういう状態

に陥ちいれば、，あとは一気に開発計画者・事業施行者の

ペースで事が運ばれるのが一般的であった。岡山県南の

新産都市， r農工両全」を唱えた茨城県鹿島工業基地が
近年におけるその好例と言えよう。しかしながら，この

地域ではそうならずに，逆に， r除外」運動そのものが
外部へむかつて拡大，伝播し，広域化していった。

それはまず，同じ八王子市内の堀之内地区以外からの

請願運動となってあらわれた。岡市小比企町1，331， 八

王子みどりの会会長鈴木俊雄，東京都学農青年連盟会長

加園良雄の二人の代表連名による，他 139名の連署から

なる請願である。

請願書の内容をみてみよう。

多摩ニュータウン計画の全面買収区域から下・中寺

沢地区を中心とする集落，農耕地除外に関する請願

受理年月日 昭和50年9月12日

紹介議員氏名豊泉三郎

私たち， λ王子みどりの会及び東京都学農青年連盟

に結集する農業後継者は，住宅公団，東京都住宅供給

公社の強行する多摩ニュータウン建設計聞において，

区域内農民の生活権及び職業の自由を強奪しようとす

る一方的独断的な態度に強く抗議し，ことに，八王子

市寺沢地区を買収計画から除外するよう切望している

地元農業者の運動を支援するとともに，関係各方面に

地域の実情を訴え，地域農業が今後も維持・発展し得

るよう請願運動を展開するものであります。

戦後，急激に成長を逐げたf3;本経済も，最近，公害

問題，住宅問題また食糧問題そしてさらに，人間疎外

というさまざまな問題を引き起こし，いま，国民各層

に大きな反省を強いるに至りました。大都市地域に大

量の住宅地等を供給させるべくさまざまな施策により

都市周辺の優良農耕地や山林を次々と住宅化し続けて

おります。国の都市計画サイドの考え方は，農耕地の

果たす生鮮食品の供給や緑の保全といった生命維持や

快適な生活を営むための根本的な役割を認識しないま

ま，ただ非人間的な都市の膨張を招くにほかならない

ものであります。

私たちの周囲を一寸見渡してみても，都住宅供給公

社や住宅公団による買収，高速道路用地等の買収とい

った一連の都市政策に基づく計画により，やむなく農
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地を失い，経営規模の縮小，さらには，ふなれな職業

への転業を余儀なくされてしまった実例は目に余るほ

ど見受けられるのであります。そして何よりも不満な

のは，何代もの問，一生懸命築いてきた地元農民には，

ほとんどと言って良い位利益がもたらされないばか

りでなく，そこに安住の地を求めてきた人たちにとっ

ても，緑のない殺伐とした住宅環境であるのでありま

す。またこれらの住宅政策，都市政策を通して言える

ことは，形式的には，公聴会等地元住民の意見を取り

入れているかのようにみえるが，実は，国や都の一方

的な計画の押し付けに過ぎないことであります。国民

から，都市構造の根本的なあり方を問われながら，現

在に至っても依然として変わっていない建設省や都の

都市に対する考え方を批判するとともに，地元住民参

加の計画による「都市と農村の調和した都市づ〈りj

への発想の転換を強く要求するものであります。

幸いにも，当寺沢地区を中心とする一帯は，多摩動

物公園の南側に位置する谷戸で，西と南北を丘陵に図

まれ，東に広がる農業地域で，主要幹線道路から離れ

ており，牛の声で一日が始まる静かな田園でありま

す。明治の頃から三代にわたり酪農が営まれ，現在で

は東京都下随一の集団酪農地帯であり経営者も若く，

積極的かっ着実に対応した経営を発展させています。

また，周辺耕地は一面に飼料作物が作付され，安定的

な経営を続けていることをうかがわせます。ちなみ

に，当地区では，地域集落における13戸の農家が搾乳

牛230頭，育成牛70頭を飼育し 1戸平均約1ヘクタ

ールの田畑を耕作する比較的恵まれた営農基盤を備え

ており，都及び市の農業関係機関から理想的な経営規

模として高く評価され，また最近では，農業の高等教

育を受けた若い農業者が意欲的に経営の充実を図って

いるところであります。多摩地区の酪農発生の地でも

あり，八王子市における中心的な，しかも模範的な酪

農経営をしている人たちであり，まして都市農業の良

き指導者として，今後大いに期待のもたれるところで

あります。農業では，生産の場即生活の場であり，そ

れはまさに先祖代々農民の血と汗の結品であり，そこ

には長い間尊い人命をかけて守り抜いてきた郷土愛が

深く息づいているのであります。このようにして築き

あげられた生活基盤を守るため地域農民が一致団結

し，ニュータウン建設計画に組み込まれることを反対

し続けてきた情熱に対し，同じ農業に生きる者として

強い共感と感銘を深く受けるものであります。

以上の実情をかんがみた時，中寺沢地区を中心とし

た地域を全面買収区域から除外することはきわめて重

要であると考えます。いままでのようなコンクリート

都市の拡張だけでなく，都市と農村の調和した新しい

都市づくりへの発想、の転換を強く要求する地元農業者

とともに，組織をあげて強力な支援と請願運動を展開

するものであります。

よって，議会での慎重なる審議により，私たちの要

望，趣旨をおくみ取りいただけるよう切にお願いする

ものであります。

記

1. 多摩ニュータウン全面買収区域から寺沢地区を除

外し，現状のまま農業経営を続けられるようlこする

こと。

この請願は，昭和54年4月の八王子市市議会の改選に

伴い審議未了の扱いをうけているのは，さきに述べた，

鈴木昇代表による誇願と同様であり，従って，同一文面

で，八王子みどりの会会長河井孝之と東京都学農青年連

盟会長指田敏雄の二人の代表による再提出がおこなわ

れ，同54年9月4日に受理されており，それは現在まで

継続審議になっている。

この請願は，八王子市のおもに農業専業経営体の農業

後継者で車邸議している活動団体から出されたものであ

る。文面がかなり強い調子になっていることをみても，

多摩ニュータウンのような土地の囲い込みをおこなわれ

たら，農業専業で生計をたてていくという職業選択権も

生活権も強奪されるのではないか，との危棋を彼等がい

だいていることがわかる。だからこそ，彼等，都市ない

し都市近郊における優良経営体の次代を担う後継者が，

堀之内地区の酪農業者の主張を自分のこととして受け入

れたのである。しかもそのことを他方面に訴え，地域農

業を推進していこうとしている。堀之内地区の「闘争」

が拡大伝播するのは必然であろう。

また，請願は都市計画の考え方，理念まで批判の対象

にあげている。 r都市計画法」そのものが高度経済成長
政策下に生れたものであるから当然だとはいえ，高度経

済成長政策が人間疎外という結果を生み出し，都市計画

がそれに一役を担っていたことも批判されている。すな

わち都市計画，ひるがえって開発政策がいったい誰のた

めになされてきたのか，ということとともに，計画のす

すめかたについてもかなり厳しく批判されている。都市

政策なり都市に対する当局の考え方にも，市民のそれと

はかなりの翠離があることが指摘されている。つまり，

都市と農村の調和をはかるという新しい都市構造を形成

するためには，現行の都市計画を根本から考えなおす必

要がある，ということであり，それには高等教育を受け

た，しかも強い郷土愛に燃えている，若い農業者・農業

後継者のカが必要だ，ということである。

多摩ニュータウン計画区域からの「除外」の「闘争」

は運動の縮小を契機として，消滅するどころか外界に向

って拡大・発展したことになった。これは堀之内地区の

酪農業経営体が「農業生産カ」の担い手としてのフ。ロ意
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識をよりいっそう自覚し，自覚することを促された結果

である。また，従前のように，労働生産性の追求にのみ

専心するという，もともと専業農業経営体のもっている

特質をさらに向上させるばかりでなく，同一経営規模で

乳牛の飼養頭数を増やすことによる土地生産性の向上を

もはかりながら，さらには，それを一歩のりこえて， r農
業生産力」の発展を促すような農業問題ないしは都市問

題の設定の必要性を認識した結果である。換言すれば，

農業を産業活動の一部門とするような産業政策，都市政

策ないしは地域開発政策，とりわけ都市政策が必要であ

る，という専業農業経営体のはっきりした認識の結果だ

と考えられる。それ故，この地域の「闘争」はかような

要求が必然的に導き出すところのものでもある。

大都市近郊ないしは「都市」内の優良な専業農業経営

体は，純農村地域の専業経営体よりはこの認識において

先進性に富んでいるということができょう 14)。

このような共通の要素が，堀之内寺沢部落の農業者達

と，経営体としてはその作目構成が異なってはいるが，

優良な専業経営体としては同一「類型」概念1引に含めて

よいと考えられる，八王子市全域の専業農業経営体の後

継者達の心を動かしめ，共鳴をよびおこさせ，彼等をし

て，堀之内地区の「闘争」を自分達のものとして認識せ

しめたのである。彼等はそのとき，堀之内地区の酪農業

者と同様の認識段階に達したのであり，その認識が「闘

争」支援の請願となってあらわれたのである。

もちろん，この背後には，堀之内地区の酪農業者達の

精力的な対外的活動を無視するわけにはいかない。酪農

業を経営するかたわら，しかも生産性向上という目標を

かかげ，それを実行しながらの対外的活動であるから，

多大の苦労を伴なったであろうけれども，それだけ訴え

るものが大きかったに違いない。政党や「みどりの会」

の若者逮L 都市農業については何回もの討議がおこな
われたからこそ，それらとの連帯が生れたのである。

かくして，上にみられるような当事者以外の，しかも

地区外から，堀之内地区における「闘争」の支援という，

初の請願が八王子市議会議長にたいしておこなわれたの

である。

5. 都市問題としての農業・農村問題一一

むすびにかえて

以上，多摩ニュータウン第19住区予定地から出された

「除外」請願を中心にして，主体者の内外の状況と関連

づけながら，主体者達による問題の認識過程を分析し，

「闘争」が意味している本質的な要素を分析，拍出した。

以上をとりまとめると次のようになるであろう。

多摩ニュータウン都市計画区域内には，建設省の都市

計画告示後すでに15年以上経過しているにもかかわら

ず，未だに事業認可(承認)すらおりていない地区があ

る。それは，全面積416.8ヘクターノレ，全計画域の13.8

ノf一セントを占めているのである。小論においては事業

未認可の一地域である，いわゆる第19住区予定地の堀之

内地区でいわゆる「酪農問題」がおこっているその背景

のもつ本質を分析しようとしたものである。

この堀之内地区は現在でも 10余の酪農経営体が存在

し，凡そ190頭の搾乳牛と育成牛・肥育牛合せて約230頭

合計400頭以上の牛を飼養している，東京都内でも稀に

みる酪農業経営体の小範囲に集中している地区である。

新住宅市街地開発法(法律134号〉が昭和38年7月11日

に公布され，これによって多摩ニュータウン都市計画が

うちだされたから，この計画区域に入れられた地域はす

べての土地が全面的に買収されるという，とてつもない

強権的な土地の囲い込みにみまわれた。計画区域内の住

民は当時兼業経営体が半数以上を占めていたとはいえ，

約2，000戸あり，これらがすべて，その後の土地の所有

権の否定はもちろんのこと，農業による生活権や職業の

選択権をも否定されたから，全面的土地買収にたいして，

強力な抵抗を示したのである。それらは「請願」や「陳

情」というかたちをとったものもあったが，結局，おも

に集落部分や河川沿いの平坦地452ヘクターノレの部分を

土地区画整理事業にする，といういちおうの決着をみた

のであった。

しかしながら，他の地区の請願や陳情，交渉がほとん

ど1回限りのものであり，また回答や東京都議会での処

理結果が公表されたりしているにもかかわらず，この堀

之内地区の請願や陳情は，ほとんど回答も示されること

なく未処理のまま，議員の改選に伴なう審議未了の扱い

をうけ，再度請願継続手続をとるということをおこなっ

て，今日までずっと継続中である。

この「闘争」の過程を研究することが，都市と農村の

対立・矛盾の典型例を分析することになり，わが国の高

度経済成長期の地域開発の縮図をみることにもなり，そ

ういう開発に必ず伴なった農村問題，農業問題を把握し，

分析することになると私は考えたのである。換言すれ

ば，このことは，現代日本の大都市を中心として，都市

と農村の対立・矛盾を止揚し，両者の綜合的な調和をは

かる本質的な要素をこの「闘争J過程そのもののなかに
見出せるのではないか，と考えているからである。同時

ι地域開発とは何かという本質的な問題ともかかわり
のあることなのである。さらに，都市化が極大にまで到

達したとき，とくに都市住民のために安全な，安価な食

糧を豊富に供給するという観点から，また，安全な，健

康な，人間らしい都市を再創造するために，現代の地域

開発の導き出す諸問題を再検討し，都市と農村の諸関係

について，限られた側面であるかもしれないが，議論も

し，理論化を進めたいと考えたからであった。
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そこで小論では，まず「請願運動」について分析をこ

ころみることにした。次稿で，その他の「運動」につい

て分析し，生産者運動，住民運動とその主体者逮の問題

認識の発展過程についての側面を明らかにし，次にそれ

らの背景となっている農業生産力の諸側面について分析

を企てるという順序をとることにした。このために多摩

ニュータウンに関する前稿も含めて6つぐらいの住事を

用意し，研究を始めたのである。

堀之内地区の問題は，これらを論ずるのに一つの好事

例を提供し，将来の人聞にとって豊かな都市の創造を考

えるための素材を提供していると考えられる問。

新住法による多摩ニュータウン都市開発事業に対する

最初の反対運動は請願ではなく陳情であった。昭和40年

9月，八主子市南大沢からのもので，これに対しては審

議結果が回答されている。その回答はすくなくとも多摩

ニュータウン計画区域内の住民とくに農業者にたいして

示されたこの新住法による都市計画の基本姿勢と理解さ

れてよいであろう。すなわち約3，000ヘクタールの土地

は都市住民の住宅地造成のために囲い込み，そこから農

業者は農業をやめて出ていってほしい r農業補償」は
いっさいやらない，離農・転業の場合にのみ相談にのる

がそれも施行者側の自由である，というものであった。

つまり，都市住民のために，農業や農村は無視して土地

を囲い込むということであった。

次々と請願や陳情が出されたけれども，それらの誇願

者達には，農業を継続して生計をたてるという農業者及

びそれらの集団としての気迫に富んだものはほとんどみ

られなかった。

しかし，昭和41年4月20日に上柏木・下柚木地区から

出された「八王子市下柚木・上柚木にわたる地域の多摩

ニュータウン計画区域より除外Jという請願に至って初
めて，農業者としての自覚に富んだものが出されたので

ある。そういう内容の請願を出す地域は高い農業生産力

の担い手としてのプロ意識をもった農業者とその後継者

およびそれらの群によって10数種の野菜類を年間3回以

上という多毛作で生産している地域であった。この地域

は，高い農業生産力を生み出していたから，地方自治体

によって「清浄疏莱の栽培地区」と認定もされ，農業投

資もおこなわれたのであった。この高い生産力を生み出

す基礎となったのは戦後の土地改良事業であった。また

梅や栗などの樹園地の形成もおこなわれ，雑木林の多い

山地林も椎茸栽培として使われていた。要するにここで

は土地が多面的に利用されていたのである。

地域的にはそういう専業経営体の比率の高い場所ほど

全面土地買収に反対する度合が強いということは理論的

にみても当然といえよう。しかしながらこの地区の請願

は一回のみで，ついには全面買収が進行した。その理由

は，地域内の経営体が同寸宇目類型でなく，出荷組合な

どの中心が地区外にあったことによって，エュータウン

都市計画区域内外に分裂したこと，先に土地を売却した

兼業怪営体から「ゴネ得をねらっている」という非難・

中傷をうけ，専業経営体がそれに屈してしまったことで

ある。

これに対して，第四住区予定地の堀之内地区からは昭

和41年6月7日に第一回の「除外」の誇願が東京都議会

に受理されてから，今日に至るまで，途中継続，取下げ

などをはさんでいるけれども，また請願者の連署名も異

動はあったが，ひきつづき何回も更新されて，未だ決着

をみていないのである。

第一回のものは， 320名という多数の連暑によってい

るが，農業生産力を担う農業者としての白覚認識はほと

んどみられず，上述した上柚木・下柚木地区からの誇願

に比べるとはるかに後退したものと言うことができる。

従って r除外Jの理由としての4項目の 3つまでが
「他力的」側面の指摘にとどまり，他の一つも，既投資

や農用地の必要性，宅地化に伴なう投資増の指摘しかな

されていなかった。

しかしながら，この地区からの誇願は上述の上柚木・

下柏木地区からの請願に比べれば，主張が弱くみうけら

れるにもかかわらず，たんに一回で終らずなぜ今日まで

継続したのであろうか。それは，地域の内部に同類型の

専業経営体を中心とした一群が10数戸とはいえ存在して

おり，これが農業生産力の担い手としての強力なフ。ロ意

識の自覚認識を形成してきたからである。それがその後

の誇願運動の牽引力となったのである。堀之内地区の当

事者とニュータウン事業施行者との単なる対抗関係、に終

るのでなく「闘争」そのものが外部地域へと伝播・拡大

し，共闘体制ができあがていった。そのため誇願運動

は，東京都議会ばかりでなく八王子市議会に対してもな

され，ついには八王子市の農業後継者の組織である「八

1王子みどりの会jからも共闘支援の請願がなされること

になった。

その原点になったのは何時で，何なのだろうか。

その時期は東京都住宅供給公社がこの地区の土地買収

を積極的に始めた昭和48年の夏以降と考えてよいであろ

う。というのは，この土地買収のために，堀之内地区の

関係地主や居住者逮の組織は，それぞれの思惑によって，

徐々に崩壊をはじめ，およそ3つの群に分裂した。その

結果，買収反対派はついに「酪農業者」群のみに限定さ

れるほど縮小され，このことがかえって酪農業者の強い

結束を生んだのである。生産力の側面すなわち酪農経営

の一層の充実をはかるとともに，世論に訴えていこうと

いう「運動」に発展し，農業者のみの「闘争」が住民運

動による「闘争」へ拡大・発展していくことになる。

それはまず東京都議会，八王子市議会に出され継続さ

れていた第一回の請願の取り下げとなり，かわって，昭
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和50年5月23日受理(東京都議会)，同6月19日受理(八

王子市議会〕の酪農業者主体の請願にとってかわられた。

これらの請願文をみると，今までの請願とは非常に異

なる点がある。それは請願者逮の意識の違いがはっきり

と示されていることである。明治以降形成されてきたコ

ア・リージョンとしての酪農業地域で，本来もっていた，

酪農・農耕で生計を続けていく立場を，基本姿勢として

より一層強くはっきりと確認している。それはニュータ

ウン「除外J運動の縮小を契機としてこの地区の酪農業

経営体が， ["農業生産力」の担い手としてのフ。ロ意識を

より一層明確に自覚し，また自覚することを促されたか

らである。そして専業農業経営体が本来もっている労働

生産性の追求にbみ専念するという特質をさらに向上さ

せるというだけではなく，土地生産性をも向上させなが

ら，もう一歩それらをのり越えようとした結果である。

すなわち， ["農業生産力」の発展を促すような農業問題

ないしは都市問題の設定の必要性，つまり農業を産業活

動の一部門とするような産業政策，都市政策ないしは地

域開発政策，とりわけ都市政策が必要である，というこ

とをこれら専業経営体が明確に認識したからである。だ

からこそ，これら主体者の，多摩ニュータウン計画区域

から除外を求める「闘争」は，消滅しなかったのであ

る。

そして，八王子みどりの会の農業後継者達が，堀之内

地区の「闘争」を自分遠のものと認識したとき，彼等も

堀之内地区の酪農業者達と同様の認識段階に達したので

あり，そのことは，彼等による「闘争」支援の請願とな

ってあらわれた。

したがって，この請願は，都市計画の考え方，理念ま

で批判の対象になっているが，高度経済成長政策が急激

に人間疎外を生み出し，都市計画がそれの一役を担って

いたことを批判し，都市計画，開発政策がいったい誰の

ためになされるべきか，開発とは何かを問いかけるとと・

もに，開発計画のすすめ方，についても厳しい批判が展

開されている。また，都市や都市政策にたいする当局の

考え方は市民のそれとはかなりの落差のあることが指摘

されている。従って，都市と農村の調和を綜合的にはか

るという新しい都市構造の形成には，現行の都市計画を

根本から考え直す必要にせまられていると言えるのでは

ないか。

以上は本稿のまとめであるが，大都市近郊の有能な農

業後継者の言は，人間らしい生活のできる豊かな都市創

造のために，大いに耳を傾ける必要があるのではないだ

ろうか。都市の無秩序な外延的拡大がいつのまにか農地

や農村を市街地の中にとりこみ，なしくずし的に農業者

しかも専業農業経営体を離農させ，農地を破壊し，農村

という共同社会生活の基盤をこわしていった結果，農村

の住民一一日本の大都市圏で、はいまやそれも都市の住民

といったほうが正確だとおもえるがーーの生活権，職業

権をも否定してしまうことになったのである。そのこと

によってまた都市の住民のための食糧を遠距離，広域的

に集めざるを得なくなってしまった。この輸送に耐える

ために，包装の必要，規格統一，腐敗防止など食糧その

ものにとってはむしろ余計なことに資源も労働も資本も

投下され，そのために都市住民に，とりわけ低所得者層

に打撃を与え，余分なゴミや廃棄物を大量に生み出し，

さらに重要なことは食品添加物による人体の損傷ばかり

か生命の危険さえもひきおこされているのである。さら

にそれらによって環境が汚染され，不良な生活環境が誘

導されてくることになる。

またいっぽうでは，都市の中に転業を余儀なくされた

旧農業者達は生活再建もままならず，持ちなれぬ多額の

現金にまどわされて(薄井， 1970)，都市産業，都市労働

者の最下層部つまり貧困層を形成し，都市問題の激化を

さらに助長することになる。

さらに，農地や林地の減少に伴ない，市街地の面積は

増加したのにもかかわらず，オープンスペースは相対的

に減少し，空気浄化の役をはたすべき植生被覆は減少し，

都市住民に精神的安らぎを与える緑深い自然景観は根こ

そぎはぎとられてしまっている。それにかわって「人工

的環境がっくりあげられ，できうる限り画一的・機能的

な都市づくりがすすめられてきたのであり，また都市内

部においても機能分化がすすめられ，地域内分業の結果

として土地利用分化が生じたのであるJ (宮本， 1971， 

1980)。日本の都市圏ではこの機能分化の観点からみて

も，都市は都市における農村部分に，反対運動を押しき

っていともたやすくゴミ焼却場やし尿処理場を建設する

けれども，農村部分は都市のゴミやし尿の処理場だけの

役割をもっているのではない(拙稿， 1974， 1980)。

現代日本に特有の現象と言えるが，急速な都市化と人

口の急速な都市集中によって，とくに大都市近郊農村は

急激に都市内部に包摂され，農業は都市農業に急速にま

た強制的に変質させられつつあり，農業者も農業者のま

ま，いまや都市住民の一員となったと考えられる。地帯

構造という地理学的概念を導入するなら，まぎれもなく，

近郊農村は都市農業を含みながらも大都市の一地帯を形

成することになづた。そこでの農業者は大都市の住民と

して農業生産に携わる大都市生活者なのである。こうい

う状況の下で["画一的・機能的」に農地や農業を都市

的土地利用や産業にかえ， ["農村」を「都市」にしてし

まってよいのであろうか。

工業生産に対して農業生産のたちおくれを考えるとき

理由の如何にかかわらず近郊農村の優良な専業経営体を

葬るということは，将来の都市住民への食糧供給や農業

生産力の発展のために大きな損失にちがいない。食糧が

安定的に供給されなければ都市発展はありえず，都市は
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衰退し，都市問題はますます激化することになる。

以上のような観点からみて，第19住区でおこっている

農業・農村問題は都市問題として理解されねばならない

ということになるであろう。

高度経済成長を通じ，重要資源のほとんどを輸入に依

存しているという，資源確保の不安定な基盤の上ではあ

るが，今日の農村社会における農業生産力も農家の消費

生活も物質的には高い水準に達している。しかしながら

農村社会では農業経営も同時にアンパランスなものとな

り，日本農業は危機に直面してしまっている。

だからといって日本農村一般の状況がそうであるよう

に，また，都市近郊に存在する農村社会もそうであると

して，近郊農村を，土地の全面買収によって否定してし

まうのはあまりにも画ーすぎるのではないだろうか。

今は専業農家率はすでに約10%となり r農民層の分
解基軸」も徐々に上昇している。規模拡大の不可能な専

業農業経営体と，専業農業経営体を上まわる生活水準を

確保している兼業経営体というこの矛盾した農村の社会

的問題の中で，専業経営体と兼業経営体との緊密な社会

的連帯が一般農村では強く叫ばれている。しかしとくに

都市近郊の農村における，急速な人口および世帯増によ

る混住化社会への変動のなかでは状況がちがうのであ

る。

一般の農村のほとんどで，人口とくに青年や若い婦人

が都市へと流出しているのにたいして，近郊農村ではそ

れらが後継者として優良な農業「専業経営体J (拙稿，

1971)に育っている率の高いことを忘れてはならないで

あろう。これらの人々を従来のような都市計画によって

離農に追いやることは，農業生産を一定の水準に確保し，

すくなくとも農村に生活する人々の生活を安定させる目

的に限っても大きなマイナスと言わねばならない。また

これらの人々の生活が安定しなければ，都市住民に対す

る安定した食糧供給もままならないし，ましてや良好な

自然環境を提供することはできないであろう。

今日のように農村や農業とくに大都市近郊のそれが追

いつめられた危機的状態になると，食糧供給の問題や自

然環境，国土の保全にたいしでもつ農業や農村の意義を

あらためではっきり確認する必要があるし，農業と農村

の意義や役割をとくに大都市圏の中では明確に位置づけ

る必要がある，と考える。

謝辞多摩ニュータウンの研究については，実に多く

の方々にお世話になった。資料収集，現地調査にあたっ

て，直接，間接にお世話になった方々のお名前を全部あ

げたら，おそらく誌面1ページでははいりきらないはず

である。そういう方々に支えられてこの多摩ニュータウ

ンに関する研究はすすめられている。研究上どうしても

お会いしてお話しをうかがわせていただかねばならない

人もまだ沢山いらっしゃるのであるが，それを終えてか

ら研究の発表をおこなうのではいつになるかわからな

い。分析がある程度ナすみ，研究が一定の段階に達した

ところで逐次発表するという方法をとっている。したが

って本文中にも書いたように6つぐらいの一連の研究を

全部読んでいただければ，いわゆる第19住区建設予定地

の問題について私の考えていることをだいたい理解して

いただけるのではないかと考えている。

東京都南多摩新都市開発本部企画室の北条さん，松川

さん，同管財部施設管理課下重さん，渡辺さん，総務局

統計部経済統計課額回さん，土井さん，同管理課の桑原

さん，森田さん，同労働経済局農林水産部農政課の新藤

さんおよび福島さん，東京都議会事務局庶務課の上回さ

ん，同図書室の百々さん，斉藤さん，東京都東部土地区画

整理事務所の小林さん，松本さん，中越さん，同西部土地

区画整理事務所の野口さん，多摩市役所の植木さん，同企

画室の川原さん，同産業経済課の今井さん，八王子市役所

企画部の山崎さん，同課税課の下山さん，同議会事務局の

西志村さん，同由木支所の高麗さん，東京都住宅供給公

社の西村さん，津島さん，森尻さん，大橋さん，東京都

立大学総務課の小泉さん，同調査課都市研究センターの

伊勢野さん，吉田さんには資料の収集についてとくに多

大な御援助や御教示をいただいた。また現地での面接調

査，アンケート調査については沢山の農業者，非農業者

およびその御家族の方々にも，いちいちお名前をあげな

いけれどもお忙しい時に時間をさいていただいて詳細な

お話しゃ御教示，資料をいだだいたりした。末筆ながら

誌上を借りて，以上の方々に厚く感謝の意を表したい。

〔注〕

1) 東京都南多摩新都市開発本部 (1977)，p. 6 -7 ， 

現在では，約2，568ヘクタールの新住宅市街地開発

事業都市計画決定区域と，約452ヘクタールの土地

区画整理事業で合計3，02⑪ヘクタールとなっている。

2) 5，000分の l地形図の筆者による計測値。

3) 第19住区の計画区域には東中野地区の一部も含ま

れている。

4) 正確に把握されていない。大学堀之内全体では八

壬子市役所由木支所の調査によると昭和53年11月末

日で702世帯となっている。

5) 成立時期に若干の異説がある(薄井清， 1973，お

よび高田弥次郎・他， 1953一一"拙稿， 1980， p. 103)。

6) 昭和44年8月，第四住区内関係者5名(小部落毎

に1名〉が代表者となり都庁へ持参したもの。(薄

井清編， 1979， p.27ト 273)に全文が示されてあ

るので，ここに引用しておく。内容の検討は，次項

でおとなう。
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陳情書

1. 要旨

多摩ニュータウン第19住区予定地全域を開発区

域より除外し，関係土地の買収手続きを中止せら

れたい。

2. 経過の説明

我々は昭和41年6月1日付にて東京都知事およ

び都議会に対し要旨の通りの陳情および請願を行

ないましたが，これに対し今日に至るも何等の回

答がなされていません。誇願及び陳情以来はや三

年有余の歳月を経過しておりますが，何等の回答

のないことは，取りも直さず東京都に於て我々の

願意を諒とせられ，第四住区予定地の土地買収を

断念したものと理解致して居りましたが，更に確

認を求める意味合いに於て去る 5月25日付にて関

発担当者である東京都住宅供給公社に対し，第四

住区予定地の土地買収中止の陳情を致しました。

公社はこれに対し口頭をもって当該地域は東京都

の命に依り全面買収を行なうことになっているの

で，東京都の中止の命令のない限り公社の裁量に

より，これを中止することは出来ないと答え，更

に関係土地の買収について説明会を開きたいと申

し入れて来ました。しかし我々住民一同は東京都

及び公社の今日迄とってきた措置に対し，全然納

得することが出来ません。そこで我々は再度左記

の通りの理由により第四住区予定地の土地買収中

止を強く要望し陳情致します。

3. 当該土地買収中止を要望する理由

(1)第19住区予定地域は八王子市域の内で最も畜

産の盛んな地区で乳牛の飼育頭数も 300頭以上の

多きに達し，森永，明治，協同，グリコ等の大手

乳業会社と生乳の年間出荷専業契約を締結してい

る畜産農家も多数あります。 これ等の畜産農家

は戦後農林省等の指導に従い幾多の困難を乗越え

て畜産の振興の為に挺身し，長期返還の借入資金

の導入に依り，乳牛の購入，畜舎の建築，牛乳冷

蔵設備の設置等飼育管理設備の合理化に努力の結

果，漸くにして今日の経営規模迄，到達したもの

であります。尚酪農業経営の安定の為には放牧場

採草地，緑飼の栽培等に広域な土地が必要なこと

は論ずるまでもありません。万一規定方針通りこ

の地区の開発が行なわれるとしたらば，関係、農家

の今日迄の努力は空しく水泡と帰し，借入金の返

済計画や生活設計等も崩壊し，正に死活の問題と

なることは明瞭であります。尚地区内の畜産農家

で更に畜産経営の継続を希望する者は地区外の適

地に移転すべきではないかなどと言う考え方をす

るものもあるかも知れませんが，我々の地区は東

京23区とも適切な距離にある為，生乳の売渡し価

格は比較的高値であり都市工場より生産されるピ

-jレ粕や豆腐等の廃物的な飼料を安価に入手出来

る為に立地的な有利性は否定出来ません。従って

我々はあくまでも現地での畜産経営を実行して行

く決心であります。

(2)都知事は昭和42年8月，八王子市民会館に於

て八王子市大塚423番地井上光正氏の質問に答え

「零細なる農家の土地を新住宅市街地開発の為に

買収し，ゴルフ場を買収しないことは著しく社会

正義に反するので多摩ニュータウンの区域内に存

在するゴルフ場は当然買収を行なう」と述べてい

ます。我々は知事の述べられた通り，多摩ニュー

タウンの北部辺境に位置する第19住区予定地を買

収しないでも多摩ニュータウンの建設には全然支

障ないものと確信するものであります。

(3)東京都住宅供給公社の申入れによりますと土

地買収の方法は全面貿収であるとのことでありま

す。従って当該地区内の山林はもとよりのこと，

現在我々の住んでいる宅地も生活の根拠である農

地も畜舎もその敷地もすべて買収されてしまうこ

とになるわけであります。然しこのような方法は

明らかに憲法に違反すると我々は考えます。何と

なれば憲法第22条第一項に「何人も公共の福祉に

反しない限り居住移転及び職業の選択の自由を有

する」と規定せられています。我々は今般第三者

の住居敷地を造成する為に自分遠の住居の立退き

を迫られ，生活の根拠地である農地や山林の買収

を一方的に迫られて離農に追込まれ，封建時代の

切捨て御免と何等異ることのない扱いを受けんと

しています。この様な事態が現行憲法の下でゆる

されるでしょうか? 我々は当局の暖い配慮を強

く要望します。

以上の理由により我々は冒頭要旨の通孔第19

住区予定地の全域を買収対象から除外することを

要望し，一日も早く安心して生産に努力出来ます

よう強く希望し連署を以って陳情致します。

7) 売買契約を締結した地主に対して，昭和48年12月

25日に支払う旨の約束をした，東京都住宅供給公社

側に支払不態事態が生じて，支払いが半年間も放置

された。地主側の施行者に対する不信感を助長した

ことになったが，土地買収は進展した。

8) カッコ付きにしであるのは，過去の地域開発にお

いて計画者，事業施行者の側に土地買収にあたって

あるいは計画実施にあたって様々の戦略ともいうべ

きものがあった。もちろん，きちんと整理されたか

たちで公表されるものではないが，部分的には一般

に知られている。
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9) 注6)の3，当該土地買収中止を要望する理由を

みよ。とくに傍点部分に注意せよ。

10) 注8)の「戦略」の1っと言うことができょう。

11) 注6)参照。

12) 大規模面積地区の「除外」については，多摩ニュ

ータウン計画が新住事業として都市計画決定公告さ

れるおよそ 1年前に，多摩弾薬庫の部分を除外する

よう，防衛施設庁施設部長から要請があった。現に

「除外」されて区域外になっている。

13) 八王子市企画室職員の言によれば，これ以前にも

請願が出ているという。それは，昭和49年12月19日

付のものがあるという。すなわち，堀之内862，鈴

木昇代表(連署者人数不明〉で r多摩ニュータウ
ン区域から寺沢地区の集落耕地の除外について」な

るものが八王子市議会議長に提出されたことになっ

ている。しかし，岡市議会事務局の調べでは，受理

の記録がない。表題からみて，東京都議会議長に提

出された，鈴木昇代表他n名によるものと同一内容
であろうこと，昭和41年6月7日に受理されてい

る，有竹章他320名による「東京都八王子市〈旧由

木村〕の全地域を多摩ニュータウン開発区域より除

外する」請願が取り下げられたのが昭和50年4月28

日であるから，これは何かのまちがいの可能性もあ

る。しかし，出されたとしても，同50年4月市議会

改選に伴ない審議未了になっているはずである。

14) このことから，従って，都市と農村の対立，矛盾

を止揚し，両者の調和を希求するための方策を考え

ようという場合，経済と政治を一手に掌把している

独占企業体の中枢が集中している大都市一一首都東

京の周辺都市化地域は，この都市・農村の対立矛盾

が最激化していると考えられるから，この地域での

集中的な研究が多くのみのりある結果を生み出すで

あろうと予想したのは正しかったと言えるであろう

(拙稿， 1974， p.7)。

15) 筆者の新しい農業経営体分類概念による「専業I

型Jr専業E型」を含んで考えてよい(拙稿， 1974， 
1978， 1979)。
16) 従って，前稿で当然この第19住区予定地の問題は

とりあげられるべきものであったが，これらの理由

によって，局Ijに扱う方がよいと判断したのである。
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THE AGRARIAN PROBLEM AS ONE OF THE URBAN 

PROBLEMS FROM THE VIEWPOINT OF PETITION 

MOVEMENTS WITH SPECIAL REFERENCE TO THE 

NATURE OF DAIRY FARMING PROBLEMS IN‘TAMA 

NEW TOWN' 

Taizan Oishi * 
ホCenterfor Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 

Conprehensive Urban Studies， No. 12， 1981， pp. 145-166 

It has already been more than 15 years since the town developm巴ntproject of the 

so-called 'Tama New Town' was made public. However， the位 ecutionof 416. 8 hectares， 

14 percent of th巴 totalarea of 3，020.2 hectares， has not yet been determined according to 

the New Residential Town Development Law. 

There have been made many petitions filed by the people in the planned area of 

'Tama New Town' to th巴 TokyoMetropolitan Municipal Council. Although most people 

only once submitted their petitions， the petitions by the people who lived in the 19th 

proposed Neighbourhood Unit have been continuously making many renewals since June， 1966. 

In addition to the petitions people in other areas of Hachioji city have also voiced opinions 

to the Hachioji Local Municipal Council. This means that the conflict between people in 

this area and the local authorities or the Metropolitan Housing Supply Corporation by 

whose hands the project of residential housing development is going to be carried out in 

this unit area has grown with residents demanding the immediate exclusion of the 19th 

proposed Neighbourhood Unit from the電TamaNew Town' planned area. 

This problem should not be considered as one of only the opponents in question， 

but as one for all people 1iving in big cities; otherwise， one will fail to recognize the 

nature or the real meaning of this problem. That is to say， it is the question of contra-

diction between town and country， and we could find in the proce坦sof this confict as such 

the essential elements 旬、ufheben'and to reach a fusion between urban and rural societies 
or areas. 

In this paper， 1 analysed the process of petitioners' recognition of problems and of 

expansion of their conflict in relation to each progressive state of things through their 

petition movements by the detail survey of the written petitions and field surveys or 

questlOnnalfes. 

By the beginning of purchase of the lands in this area by the Metropolitan Housing 

Supply Corporation in 1973， people in this are泡 splitat once into several factions. As a 

result， the conflict was reduc吋 toonly ten or so dairy farmers， but on this oppotunity， 

the conflict expanded out of this area， because they were prompted to be well aware of 

their professional ability of supporting and driving agricultural productivity in future 

Japan， and because they could recognize that agricultue should be held in good position to 
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quicken the progress of its own productivity as a part of industrial activities. They must 

absolutely have an industral poliey or a developmental poliey， especially an urban poliey in 

big cities and suburban areas. This recognition may be considered as the motive of 

people's action as to be mentioned in the n偲 tpaper. 

Consequently， the problem in this area should not be condidered as a simple one in 

'Tama New Town' but the agrarian problem as one of the urban problems. And we wi1l 

be able to have a way to recreate a city in which we can live with a high spirit to be 

satisfied in comfortable and affluent circumstances， if we can have a systematic urban 

poliey in which rural planning is simultaneously ∞nsolidated in urban planning. 




